
（様式第１号）

○申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

保健福祉部 障害福祉課 障害者支援係

基準該当療養介護医療費の支給

障害者自立支援法

第７１条第１項

（電話 ６２１－５１７１）

基準該当療養介護医療費の支給決定は、障害者自立支援法第７１条第
１項及び同条第２項において準用する第５８条第３項及び第４項の規定
に定めるところにより行う。

○障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）
（基準該当療養介護医療費の支給）
第７１条 市町村は、特例介護給付費（療養介護に係るものに限る。）
に係る支給決定を受けた障害者が、基準該当事業所又は基準該当施設
から当該療養介護医療（以下「基準該当療養介護医療」という。）を
受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該支給決定に
係る障害者に対し、当該基準該当療養介護医療に要した費用について、
基準該当療養介護医療費を支給する。
２ 第５８条第３項及び第４項の規定は、基準該当療養介護医療費につ
いて準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定
める。

※読み替え後の第５８条第３項及び第４項
３ 自立支援医療費の額は、１月につき、第１号に掲げる額（当該基準
該当療養介護医療（第７１条第１項に規定する基準該当療養介護医療
をいう。以下この条において同じ。）に食事療養（健康保険法第６３
条第２項第１号に規定する食事療養をいう。以下この項において同じ。
）が含まれるときは、当該額及び第２号に掲げる額の合算額、当該指
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定自立支援医療に生活療養（同条第２項第２号に規定する生活療養を
いう。以下この項において同じ。）が含まれるときは、当該額及び第
３号に掲げる額の合算額）とする。
 (1) 同一の月に受けた基準該当療養介護医療（食事療養及び生活療養

を除く。）につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例
により算定した額から、当該支給決定障害者（第７１条第１項に規
定する特例介護給付費（療養介護に係るものに限る。）に係る支給
決定を受けた障害者をいう。以下この条において同じ。）の家計の
負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額（当該政令で定
める額が当該算定した額の１００分の１０に相当する額を超えると
きは、当該相当する額）を控除して得た額

 (2) 当該基準該当療養介護医療（食事療養に限る。）につき健康保険
の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額から、健
康保険法第８５条第２項に規定する食事療養標準負担額、支給決定
障害者の所得の状況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める
額を控除した額

 (3) 当該基準該当療養介護医療（生活療養に限る。）につき健康保険
の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額から、健
康保険法第８５条の２第２項に規定する生活療養標準負担額、支給
決定障害者の所得の状況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定
める額を控除した額

４ 第７１条第２項において準用する前項に規定する療養に要する費用
の額の算定方法の例によることができないとき、及びこれによること
を適当としないときの基準該当療養介護医療に要する費用の額の算定
方法は、厚生労働大臣の定めるところによる。
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